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移行準備詳細設計基本方針

基本方針策定

•持株会社化の狙い・
目的
•実施項目の洗い出し
と初期的検討
•グループ経営体制の
グランドデザイン
•スケジューリング、推
進体制構築

【ステップ・スケジュール】

【成果（お客様からの評価）】

サービス業（東証一部上場企業）

•グループ経営ビジョンを実現するにあたっては、事業の自律性をさらに高めるとともに、M＆A・
アライアンスの積極展開やグループ経営機能の更なる強化が必要になっていた

•これらを実現する上で、純粋持株会社体制への移行が必要と判断し、体制移行のプロジェ
クトが発足した

•日本総研は、基本方針の策定から組織・機能の詳細設計、移行時の手続き面までを含め
トータルで支援した

グループ
経営革新

•持株会社化を機に、グループ
経営のあり方、組織見直し
の狙い・目的を明確化

•社内外の利害関係者（経
営陣、社外取締役、大株主
等）の理解醸成

【背景・概要】

持株会社化
実務対応

•基本構想段階からの丁寧
な移行手続き等の検討

•大きな混乱なく新体制への
移行完了

形式要件
•スキーム、許認可検討等

財務構造
•収支構造、資産・負債構造の
シミュレーション

運営体制
•ガバナンス体制、責任・権限・
会議体、経営管理等

関連手続き準備・実施
•事前手続き・株主総会関連

設立準備
•規程類の整備、契約・総務・
IR関連等各種準備

コンサルティング紹介
組織構造改革（持株会社化）



持株会社化の狙い・目的と移行に向けた検討項目

外部環境

企業内部の課題

【競争環境】
・市場の成熟化
・業界再編
・M＆A増加
【法制度・ルール等】
・純粋持株会社制度定着
・組織再編税制充実
・コーポレートガバナンスコード制定

【戦略・経営資源】
・自力成長の限界
・中核事業へのリソース偏重
・将来の収益基盤への懸念
【グループ経営推進基盤】
・コア事業偏重の管理思想
・グループ内の階層化
・機動力、組織活力の低下・閉塞感
・過剰なスリム化⇒本社弱体化

持株会社化によるグループ経営革新

ダイナミックな戦略の策定と実行

グループ本社機能の強化

事業論理に適合した自立的な事業運営

•事業の選択と集中、M＆Aへの積極的な展開に対応できる機
動的な経営体制への変換
（事業成長のスピードアップ）

•中核事業から一定の距離を置き、ニュートラルな立場でグルー
プ経営を展開（中核事業論理 ⇒ グループ戦略）

•攻めと守りのガバナンス強化の観点からも有効（持株会社は
グループ全体の「攻め（資源配分）」と「守り（統制・牽
制）」のガバナンスを主体とする）

•事業部門に権限を大幅に委譲し、事業会社の機動力強化と
収益責任体制の徹底

•事業推進単位・構造の再整理（SBUの徹底）
•組織への刺激、マンネリ打破
•次世代経営者層の育成

◼ 迅速かつ大胆、そしてニュートラルな経営判断ができる経営組織の一つとして持株会社は有効である。

◼ 検討項目は、以下の通り多岐に亘る。 「形式要件」、「財務構造」、「運営体制」という区分で、移行ス

キームおよび組織体制の具体化を進める。

持株会社化の狙い・
目的等の基本方針

•持株会社移行の狙
い・目的

•組織・機能、権限等
の課題整理

•体制移行についての
前提条件

スケジュール
•持株会社制移行時期、移行までの基本スケジュー
ル

スキーム
•持株会社移行スキーム（株式移転、会社分割、
複数手法の組み合わせ 等）

許認可・労働承継
等の手続き

•持株会社体制に移行する際にネックとなる許認可
の確認、労働承継等の手続き対応方針整理

B／S構造 •持株会社の資産・負債・資本の構成検討

組織形態・
ガバナンス

•持株会社の機関設計・役員体制、具体的な組織
構造、人員数、などの明確化

機能・業務
責任・権限

•権限委譲の方針整理と、具体的な分掌・決裁権
限範囲などの明確化

コントロール
•事業会社に対するモニタリング、リスクマネジメント、
内部統制のあり方の整理

P／L構造 •持株会社の収支構造の設計・試算

形式
要件

財務
構造

運営
体制


